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(57)【要約】
【課題】圧延作業中におけるワークロールの胴長方向の
ワークロール摩耗量分布の予測を高精度に行うことがで
きる、圧延機のワークロール摩耗量予測方法を提供する
。
【解決手段】少なくとも上下２本のワークロールによる
熱間圧延にあたり、圧延材１本あたりのワークロール摩
耗量を、各圧延パスにおける、圧延荷重、板幅、圧延後
板長さ、ロール直径、先進率及び後進率を用いて予測計
算することを特徴とする圧延機のワークロール摩耗量予
測方法を提供する。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも上下２本のワークロールによる熱間圧延にあたり、圧延材１本あたりのワー
クロール摩耗量を、各圧延パスにおける、圧延荷重、板幅、圧延後板長さ、ロール直径、
先進率及び後進率を用いて予測計算することを特徴とする圧延機のワークロール摩耗量予
測方法。
【請求項２】
　前記ワークロール摩耗量は、前記先進率と前記後進率との和に反比例し、前記先進率の
べき乗と前記後進率のべき乗との和に正比例する、
　請求項１に記載のワークロール摩耗量予測方法。
【請求項３】
　前記圧延材１本についての、ワークロール摩耗量ΔＷが、定数ａ（単位の換算要素を含
む）、係数α、係数β、圧延荷重Ｐ、板幅ｂ、圧延後板長さＬ、ロール直径Ｄ、先進率ｆ
ｓ、後進率ｆｂ及びワークロール胴長方向位置における板幅に依存したパラメータδ（ｚ
）を考慮して、下記（１）～（４）式を満足する、
　請求項１又は２に記載のワークロール摩耗量予測方法。
 
【数１】

【請求項４】
　上記（１）式における前記定数ａの値として、前記ワークロールの製造方法ごとに異な
る値を用いる、
　請求項３に記載のワークロール摩耗量予測方法。
【請求項５】
　上記（１）式における前記圧延荷重Ｐとして、前記圧延材の長手方向における圧延荷重
の実績値の平均値を用いる、
　請求項３又は４に記載のワークロール摩耗量予測方法。
【請求項６】
　少なくとも上下２本のワークロールによる熱間圧延にあたり、圧延材１本あたりのワー
クロール摩耗量を、各圧延パスにおける、圧延荷重、板幅、圧延後板長さ、ロール直径、
先進率及び後進率をパラメータとする予測式を用いて予測計算するワークロール摩耗量予
測装置と、
　前記ワークロールによる複数の圧延材についての前記熱間圧延の圧延操業実績データに
基づいて、前記予測式における定数と、前記ワークロールの製造方法と、が関連付けられ
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て登録されている予測式定数ＤＢを作成する、予測式定数ＤＢ作成装置と、
　を備える、ワークロール摩耗量予測システム。
【請求項７】
　少なくとも上下２本のワークロールによる熱間圧延にあたり、圧延材１本あたりのワー
クロール摩耗量を、各圧延パスにおける、圧延荷重、板幅、圧延後板長さ、ロール直径、
先進率及び後進率をパラメータとする予測式を用いて予測計算するワークロール摩耗量予
測装置、
　を備え、
　前記ワークロール摩耗量予測装置は、
　圧延が終了した前圧延材についての圧延操業実績データに基づいて、前記前圧延材の長
手方向における圧延荷重の実績値の平均値を算出し、
　前記予測式における圧延荷重として、算出した前記前圧延材の長手方向における圧延荷
重の実績値の平均値を用いて、前記ワークロール摩耗量を予測計算する、
　ワークロール摩耗量予測システム。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、金属製品の圧延作業中に、ワークロールのロール摩耗量を予測する方法に関
し、特に、従来の方法に比べて、実測値に極めて近い予測摩耗量が得られる、ワークロー
ル摩耗量予測方法、及びワークロール摩耗量予測システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　圧延中の板クラウン及び板形状を精度良く制御することは、歩留りを向上させるととも
に、圧延操業の安定化においても極めて重要である。この中で、板クラウン及び板形状を
制御するために、ロールプロフィル変化を予測する方法の一つとして、ワークロール摩耗
量予測方法が開発されている。
【０００３】
　例えば、圧延材１本当たりのワークロール摩耗量を、圧延荷重、板幅、圧延後板長さ、
ロール直径をパラメータとする予測式を用いて予測計算する方法が知られている（非特許
文献１）。
【０００４】
　また、上記ワークロール摩耗量を、上記の非特許文献１の予測式に用いられるパラメー
タに、圧下率を加味して予測計算する方法が知られている（特許文献１）。
【０００５】
　さらに、上記ワークロール摩耗量を、上記の特許文献１の予測式に用いられるパラメー
タに、先進率を加味して予測計算する方法が知られている（非特許文献２）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００１－３５３５１３号公報
【特許文献２】特開平１－２８７２４８号公報
【特許文献３】特開２０１４－５５３３３号公報
【非特許文献】
【０００７】
【非特許文献１】財団法人日本塑性加工学会、　「最新塑性加工要覧　第2版」、　コロ
ナ社、　2000年、　25頁
【非特許文献２】平野坦、外３名、　「厚板圧延におけるロールの摩耗および弾性変形の
予測式　－厚板のプレートクラウン制御に関する研究・Ｉ－」、　神戸製鋼技報、　株式
会社神戸製鋼所、　1979年、　Vol.27、　No.3、　31頁
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【非特許文献３】日本鉄鋼協会共同研究会圧延理論部会、　「板圧延の理論と実際」、社
団法人日本鉄鋼協会、　1984年、　149頁
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　しかしながら、近年においては、従来にも増して、金属製品の歩留まりの向上及び品質
に関わる板厚、板クラウンおよび板形状の要求精度が求められており、その中で、ワーク
ロール摩耗量予測方法においても、さらに高精度な方法の開発が要請されている。例えば
、非特許文献１及び特許文献１の予測式は、ワークロール摩耗に関わるパラメータを経験
的に、その予測式に導入し、圧延操業における合わせ込み式として提案されている。その
ため、精度的に課題があった。また、非特許文献２においては、上記従来技術に加えて、
摩耗現象を表現するワークロールと圧延材とのすべりを表す先進率Ｈを含む変数Ｈα（α
は調整係数）と荷重Ｆを含む変数Ｆβ（βは調整係数）とから構成する式を、上記従来技
術同様に、圧延操業における合わせ込み式として提案されている。しかしながら、同式に
おいては、同式における合わせ込み係数として、変数Ｈα及び変数Ｆβに調整係数α、β
が存在し、これらα、βを同時に合わせ込むのは困難であるため、ワークロール摩耗量分
布の予測を高精度に行うことには限界があった。
【０００９】
　本発明は、上記事情に鑑みてなされたものであって、圧延作業中におけるワークロール
の胴長方向のワークロール摩耗量分布の予測を高精度に行うことができる、圧延機のワー
クロール摩耗量予測方法、及びワークロール摩耗量予測システムを提供することを目的と
する。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　上記課題を解決するために、本発明者は、圧延機のワークロール摩耗量予測方法を数式
化するに際し、特に、これまで使用されていなかったパラメータを含ませることについて
、鋭意、検討を重ねた。その結果、本発明者は、公知の数式に「後進率」に関するパラメ
ータを導入することで、圧延作業中におけるワークロールの胴長方向のワークロール摩耗
量分布の予測を、従来に比して極めて高精度に行うことができる、との知見を得た。
【００１１】
　以上の知見に基づき、本発明者らは発明を完成した。その要旨は以下のとおりである。
【００１２】
　［１］少なくとも上下２本のワークロールによる熱間圧延にあたり、圧延材１本あたり
のワークロール摩耗量を、各圧延パスにおける、圧延荷重、板幅、圧延後板長さ、ロール
直径、先進率及び後進率を用いて予測計算することを特徴とする圧延機のワークロール摩
耗量予測方法。
【００１３】
　［２］上記ワークロール摩耗量は、上記先進率と上記後進率との和に反比例し、上記先
進率のべき乗と上記後進率のべき乗との和に正比例する、上記［１］に記載のワークロー
ル摩耗量予測方法。
【００１４】
　［３］上記圧延材１本についての、ワークロール摩耗量ΔＷが、定数ａ（単位の換算要
素を含む）、係数α、係数β、圧延荷重Ｐ、板幅ｂ、圧延後板長さＬ、ロール直径Ｄ、先
進率ｆｓ、後進率ｆｂ及びワークロール胴長方向位置における板幅に依存したパラメータ
δ（ｚ）を考慮して、下記（１）～（４）式を満足する、上記［１］又は［２］に記載の
圧延機のワークロール摩耗量予測方法。
【００１５】
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【数１】

【００１６】
　［４］上記（１）式における前記定数ａの値として、前記ワークロールの製造方法ごと
に異なる値を用いる、上記［３］に記載のワークロール摩耗量予測方法。
【００１７】
　［５］上記（１）式における前記圧延荷重Ｐとして、前記圧延材の長手方向における圧
延荷重の実績値の平均値を用いる、上記［３］又は［４］に記載のワークロール摩耗量予
測方法。
【００１８】
　［６］少なくとも上下２本のワークロールによる熱間圧延にあたり、圧延材１本あたり
のワークロール摩耗量を、各圧延パスにおける、圧延荷重、板幅、圧延後板長さ、ロール
直径、先進率及び後進率をパラメータとする予測式を用いて予測計算するワークロール摩
耗量予測装置と、前記ワークロールによる複数の圧延材についての前記熱間圧延の圧延操
業実績データに基づいて、前記予測式における定数と、前記ワークロールの製造方法と、
が関連付けられて登録されている予測式定数ＤＢを作成する、予測式定数ＤＢ作成装置と
、を備える、ワークロール摩耗量予測システム。
【００１９】
　［７］少なくとも上下２本のワークロールによる熱間圧延にあたり、圧延材１本あたり
のワークロール摩耗量を、各圧延パスにおける、圧延荷重、板幅、圧延後板長さ、ロール
直径、先進率及び後進率をパラメータとする予測式を用いて予測計算するワークロール摩
耗量予測装置、を備え、前記ワークロール摩耗量予測装置は、圧延が終了した前圧延材に
ついての圧延操業実績データに基づいて、前記前圧延材の長手方向における圧延荷重の実
績値の平均値を算出し、前記予測式における圧延荷重として、算出した前記前圧延材の長
手方向における圧延荷重の実績値の平均値を用いて、前記ワークロール摩耗量を予測計算
する、ワークロール摩耗量予測システム。
【発明の効果】
【００２０】
　本発明に係る圧延機のワークロール摩耗量予測方法では、当該予測方法を規定する予測
式にパラメータ「後進率」を導入することで、当該予測方法の改良を行っている。その結
果、本発明に係る圧延機のワークロール摩耗量予測方法によれば、ワークロールの摩耗量
予測を、従来に比べて極めて高精度に行うことができる。更に、本発明に係る圧延機のワ
ークロール摩耗量予測方法では、上記予測式のパラメータである圧延荷重として圧延材の
長手方向における圧延荷重の実績値の平均値を用いること、及び／又はワークロールの製
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造方法別に上記予測式に含まれる定数を区分することで、ワークロールの摩耗量予測の精
度の向上を更に図ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】１本の圧延材に対する圧延中における、圧延荷重の変化を示すグラフ図である。
【図２】第２の実施形態に係るワークロール摩耗量予測システムの構成の一例を示すブロ
ック図である。
【図３】図１に示す圧延荷重の実績値を取得した際における、圧延中における板速度の変
化を示すグラフ図である。
【図４】圧延距離に応じた前圧延材の長手方向における圧延荷重の実績値を示すグラフ図
である。
【図５】第２の実施形態に係るワークロール摩耗量予測方法の処理手順の一例を示すフロ
ー図である。
【図６】第３の実施形態に係るワークロール摩耗量予測システムの構成の一例を示すブロ
ック図である。
【図７】第３の実施形態に係るワークロール摩耗量予測方法の処理手順の一例を示すフロ
ー図である。
【図８】第４の実施形態に係るワークロール摩耗量予測システムの構成の一例を示すブロ
ック図である。
【図９】従来技術（特許文献１）において開示されている予測式を用いたワークロール摩
耗量の予測結果（予測値）と、ワークロール摩耗量の実測値との比較結果を示すグラフ図
である。
【図１０】第１の実施形態に係る予測式を用いたワークロール摩耗量の予測結果（予測値
）と、ワークロール摩耗量の実測値との比較結果を示すグラフ図である。
【図１１】急峻度λについて説明するための図である。
【図１２】伸歪差ΔεＳについて説明するための図である。
【図１３】本実施例において板クラウンＣ２５及び板形状（急峻度）の評価に用いた、連
続熱間圧延機列における圧延操業での板厚、板幅スケジュールを示す図である。
【図１４】板クラウンＣ２５に関する、従来技術に係る予測式を適用した予測結果、第１
の実施形態に係る予測式を適用した予測結果、及び実測値の比較結果を示す図である。
【図１５】急峻度に関する、従来技術に係る予測式を適用した予測結果、第１の実施形態
に係る予測式を適用した予測結果、及び実測値の比較結果を示す図である。
【図１６】第２の実施形態に係る予測式を用いたワークロール摩耗量の予測結果（予測値
）と、ワークロール摩耗量の実測値との比較結果を示すグラフ図である。
【図１７】板クラウンＣ２５に関する、従来技術に係る予測式を適用した予測結果、第２
の実施形態に係る予測式を適用した予測結果、及び実測値の比較結果を示す図である。
【図１８】急峻度に関する、従来技術に係る予測式を適用した予測結果、第２の実施形態
に係る予測式を適用した予測結果、及び実測値の比較結果を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　以下に、本発明の好適な実施形態について詳細に説明する。なお、以下の実施形態は、
本発明を限定するものではない。また、以下の実施形態の構成要素には、当業者が置換可
能かつ容易なもの、或いは実質的に同一のものが含まれる。さらに、以下の実施形態に含
まれる各種形態は、当業者が自明の範囲内で任意に組み合わせることができる。
【００２３】
　（１．第１の実施形態）
　（１－１．第１の実施形態に係る予測式を構築する上でベースとなった発明者の知見）
　従来、圧延機のワークロール摩耗量予測方法を数式化する場合は、各圧延パスにおける
、圧下率、圧延荷重、板幅、圧延後板長さ、ロール直径、及び先進率が、当該数式を構成
するパラメータとして用いられてきた。
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　本発明者らは、圧延機のワークロール摩耗量を予測する数式（予測式）中に、上記のパ
ラメータ以外のパラメータを用いることを念頭に、上記予測式の改良について、鋭意検討
を重ねた。
【００２５】
　その結果、本発明者らは、ワークロールの摩耗に関する諸事項の中でも、特に、ワーク
ロールと圧延材との間に生じる摩耗仕事（摩擦エネルギー）に着目し、当該摩耗仕事を理
論的な見地から考察して、上記予測式を構築することで、圧延機のワークロール摩耗量を
、従来に比して極めて高精度に予測することができるとの知見を得た。第１の実施形態で
は、かかる予測式を用いてワークロール摩耗量の予測計算を行うことにより、従来よりも
高精度なワークロール摩耗量の予測を実現するものである。第１の実施形態に係る予測式
の、従来技術に開示された予測式からの構築手順は、以下のとおりである。
【００２６】
　（１－２．第１の実施形態に係る予測式の具体的な構築手順）
　（１－２－１．前提となる従来技術に開示されている予測式）
　本発明に係る予測式を説明する前に、その前提となる従来技術に開示されている複数の
予測式について説明する。
【００２７】
　（非特許文献１に開示されている予測式）
　従来技術（非特許文献１）においては、ワークロール摩耗に関するパラメータを操業デ
ータから抽出し、ワークロール摩耗量の予測式（圧延材１本あたり）が下記（５）、（６
）式のように構築されている。
【００２８】
【数２】

【００２９】
　ここで、ΔＷはワークロール摩耗量、Ｐは圧延荷重、ｂは板幅、Ｌは圧延後板長さ、Ｄ
はワークロール直径、δ（ｚ）はワークロール胴長方向位置における板幅に依存したパラ
メータ、ｚはワークロール胴長中心をゼロとした場合の胴長方向座標、そしてａはスタン
ド別或いはロール別の定数（ΔＷの絶対量を表現するための単位の換算要素を含む）であ
る。このとき、上記ΔＷ、Ｐ、ｂ、Ｌ、Ｄの単位としては、例えば、それぞれμｍ、ｔｏ
ｎ、ｍｍ、ｍ、ｍｍを使用することができる。
【００３０】
　（特許文献１に開示されている予測式）
　また、特許文献１においては、上記非特許文献１の予測式に対して、さらに圧下率ｒを
導入することで、ワークロール摩耗量の予測式（圧延材１本あたり）が下記（７）式のよ
うに構築されている。
【００３１】
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【数３】

【００３２】
　（非特許文献２に開示されている予測式）
　さらに、非特許文献２においては、ワークロールと圧延材とのすべりを考慮することで
、ワークロール摩耗量の予測式（圧延材１本あたり）が、圧延操業実績データからの合わ
せ込みパラメータα、β並びに投影接触孤長ｌｄ及び先進率ｆｓを用いて、下記（８）～
（１０）式のように構築されている。なお、ｌｄの単位としては、ｍｍなどが使用され、
ｆｓの単位は無次元である。
【００３３】
【数４】

【００３４】
　なお、上述した３つのタイプの予測式（非特許文献１、特許文献１及び非特許文献２に
おける各予測式）では、いずれも、圧延操業実績データをもとに、ワークロール摩耗に関
するパラメータを経験的に抽出している。すなわち、これらの予測式は、上記（５）、（
７）式における定数ａ、及び上記（８）式のパラメータα、βを、圧延操業実績データを
用いて合わせ込みチューニングを行って、予測式として構築したものである。
【００３５】
　（１－２－２．第１の実施形態に係る予測式）
　次に、第１の実施形態に係る予測式について説明する。
　本発明者らは、圧延材とワークロールとの間に発生する摩擦仕事（摩擦エネルギー）に
着目し、この摩擦仕事の概念が導入された、圧延機のワークロールの摩耗量を予測する数
式を新たに検討した。
【００３６】
　圧延中のロールバイト内での全摩擦仕事に関し、圧延材とワークロールとの間に発生す
る接触時間ｔＲ当たりの摩擦仕事Ｅは、摩擦係数μ、平均圧延圧力ｐｍ、圧延材とワーク
ロールとの相対速度の絶対値の平均値ＶＲ

ＡＶ、及び圧延材とワークロールとの接触時間
ｔＲとを用いて、下記（１１）式で表される。
【００３７】

【数５】

【００３８】
　上記（１１）式は、接触時間ｔＲあたりの摩擦仕事（摩擦エネルギー）であり、ワーク
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ロールからみれば、１回転あたりに発生する圧延材とワークロールとの間の摩擦仕事に相
当する。
【００３９】
　ここで、圧延材１本（１パス）あたり（Ｎ回転あたり）の、ワークロール摩耗量ΔＷが
摩擦仕事Ｅに比例すると仮定すると、ワークロール摩耗量ΔＷは下記（１２）式で表され
る。
【００４０】
【数６】

【００４１】
　上記（１２）式で、同一スタンド又はミルにおける摩擦係数μの変動は小さいと考えら
れる。このため、上記（１２）式の比例定数をａ０とすると、圧延材１本（１パス）あた
りのワークロール摩耗量ΔＷは下記（１３）式で表される。
【００４２】
【数７】

【００４３】
　上記相対速度の絶対値の平均値ＶＲ

ＡＶは、非特許文献３に示されているように、ワー
クロールの周速度ｖＲ、先進率ｆｓ及び後進率ｆｂを用いて、下記（１４）式で表される
。
【００４４】

【数８】

【００４５】
　従って、上記（１４）式を上記（１３）式に代入すると、ワークロール摩耗量ΔＷは下
記（１５）式で表される。
【００４６】
【数９】

【００４７】
　上記（１５）式において、ｖＲ・ｔＲは、ワークロールの圧延材との接触長さに対応す
る。このため、ｖＲ・ｔＲと投影接触弧長ｌｄとの関係は下記（１６）式で表わされる。
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【００４８】
【数１０】

【００４９】
　上記（１５）式を、上記（１６）式を用いて整理し、さらに上記（１５）式中のａ０／
２を改めてａとおくと、下記（１７）式が得られる。
【００５０】

【数１１】

【００５１】
　ここで、ワークロール胴長方向における圧延材の板幅を考慮すると、圧延材１本につい
ての摩耗量ΔＷは、下記（１８）、（１９）式で表される。
【００５２】
【数１２】

【００５３】
　上記（１８）、（１９）式を満たす場合、圧延本数がＮ本の場合のワークロール摩耗量
ΔＷＮは、圧延操業中の圧延順で表わされる圧延本数をｉとした場合、下記（２０）、（
２１）式で表される。
【００５４】

【数１３】

【００５５】
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　なお、一例として、熱間連続圧延に対して上記（２０）、（２１）式を適用して、その
ワークロール摩耗量ΔＷＮを予測計算する際における、圧延条件を規定する各パラメータ
の適用範囲（全スタンドでの範囲）は、以下の通りである。
【００５６】
　Ｐ／ｂ（線荷重：圧延荷重／板幅）：５００～３０００（ｔｏｎ／ｍ）
　ｂ（板幅）　　　　　　　　　　　：６００～２２００（ｍｍ）
　ｆs（先進率）　　　　　　　　　　：０．０２～０．２０
　ｆb（後進率）　　　　　　　　　　：０．０６～０．８
　Ｄ（ワークロール直径）　　　　　：３００～１０００（ｍｍ）
　Ｌ（圧延後板長さ）　　　　　　　：３０～４０００（ｍ）
【００５７】
　但し、第１の実施形態に係る予測式は、圧延の理論的見地に基づいて構成されているの
で、上記の各パラメータの範囲を逸脱する場合においても、圧延可能な範囲において、適
用することができる。
【００５８】
　例えば、上記（２０）式でｆｓｉのべき乗数とｆｂｉのべき乗数は、いずれも２である
が、第１の実施形態はこれに限定されない。以上説明したように、ワークロール摩耗量を
摩擦エネルギーを導入して導く場合には、理論的には、上記（２０）式のようにこれらの
べき乗数をいずれも２とすることが理想的であるが、上記（２０）式に示す予測式を実際
に適用する際には、これらのべき乗数は適切な範囲内で適宜変更されてもよい。例えば、
本発明者らによる試行の結果、一般的な条件での熱間圧延に対して上記（２０）式に示す
予測式を適用した場合、実用上は、ｆｓｉのべき乗数とｆｂｉのべき乗数をそれぞれ１．
８以上２．２以下の範囲で変化させた場合であっても、ワークロール摩耗量の予測値とし
て、十分な精度を得ることができた。つまり、第１の実施形態では、上記（２０）式にお
いて、ｆｓｉのべき乗数及びｆｂｉのべき乗数は、いずれも、１．８以上２．２以下であ
ってもよい。
【００５９】
　（１－３．第１の実施形態の詳細）
　以上に示すように、第１の実施形態に係る予測式は、理論的見地である摩擦仕事の概念
を基に、新規なパラメータとして「後進率」を導入することで、圧延材１本あたりのワー
クロール摩耗量を、各圧延パスにおける、圧延荷重Ｐ、板幅ｂ、圧延後板長さＬ、ロール
直径Ｄ、先進率ｆｓ及び後進率ｆｂを用いて予測計算する予測式である。第１の実施形態
では、当該予測式を用いてワークロール摩耗量を予測計算するワークロール摩耗量予測方
法が提供される。また、第１の実施形態では、当該ワークロール摩耗量予測方法を実行す
るワークロール摩耗量予測装置が提供される。当該ワークロール摩耗量予測装置は、例え
ばＣＰＵ（Central　Processing　Unit）やＤＳＰ（Digital　Signal　Processor）等の
プロセッサ、又はこれらのプロセッサとメモリ等の記憶素子がともに搭載された制御基板
等であり得る。或いは、当該ワークロール摩耗量予測装置は、例えばＰＣ（Personal　Co
mputer）等の一般的な情報処理装置であってもよい。当該ワークロール摩耗量予測装置の
プロセッサが所定のプログラムに従って演算処理を実行することにより、第１の実施形態
に係るワークロール摩耗量予測方法が実行され得る。
【００６０】
　第１の実施形態に係るワークロール摩耗量予測装置には、ある１本の圧延材に対する圧
延が終了した時点で、その圧延における圧延操業実績データや、圧延条件についての情報
が送信される。当該圧延操業実績データや圧延条件についての情報には、上記（２０）式
における各パラメータについての情報が含まれており、当該ワークロール摩耗量予測装置
は、これらの情報に基づいて、上記（２０）式を用いて、当該圧延によるワークロール摩
耗量の予測値を算出することができる。この際、当該ワークロール摩耗量予測装置は、先
進率ｆｓ及び後進率ｆｂについては、圧延条件から計算することができる。先進率ｆｓに
ついては、例えば非特許文献３に開示されている第２章「２次元圧延理論」の２．２項「
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均一変形理論」（９頁の式（２．１９）を参照）に基づいて、高精度に算出することがで
きる。また、後進率ｆｂについては、例えば非特許文献３に開示されている「圧延時の圧
延入出側の体積一定の法則」（８頁の式（２．１６）を参照）に基づいて、高精度に算出
することができる。
【００６１】
　更に、第１の実施形態では、当該ワークロール摩耗量予測装置に当該ワークロール摩耗
量予測方法を実行させるためのコンピュータプログラムを作製し、パーソナルコンピュー
タ等に実装することが可能である。また、このようなコンピュータプログラムが格納され
た、コンピュータで読み取り可能な記録媒体も提供することが可能である。記録媒体は、
例えば、磁気ディスク、光ディスク、光磁気ディスク、フラッシュメモリ等であり得る。
また、上記のコンピュータプログラムは、記録媒体を用いずに、例えばネットワークを介
して配信されてもよい。
【００６２】
　（２．第２の実施形態）
　本発明の第２の実施形態について説明する。
【００６３】
　（２－１．第２の実施形態に想到した背景）
　上述したように、第１の実施形態では、圧延材１本あたりのワークロール摩耗量が、各
圧延パスにおける、圧延荷重Ｐ、板幅ｂ、圧延後板長さＬ、ロール直径Ｄ、先進率ｆｓ及
び後進率ｆｂをパラメータとする予測式を用いて予測計算される。ここで、第１の実施形
態では、この圧延荷重Ｐとして、１本の圧延材に対する圧延中におけるどの段階での圧延
荷重を用いるかについては、特に限定していなかった。
【００６４】
　圧延の分野において、圧延荷重予測（セットアップ計算や、学習計算）では、一般的に
、その圧延荷重として、圧延材先端部における圧延荷重が用いられ得る。従って、第１の
実施形態においても、予測式における圧延荷重Ｐとして、通常は、この圧延材先端部にお
ける圧延荷重が用いられることが想定され得る。
【００６５】
　しかしながら、実際には、１本の圧延材に対する圧延中に、圧延荷重の値は変化し得る
。すなわち、圧延荷重は、圧延材の長手方向について変化し得る。図１は、１本の圧延材
に対する圧延中における、圧延荷重の変化を示すグラフ図である。図１では、横軸に、圧
延開始時からの時間を取り、縦軸に、１本の圧延材に対してある条件で圧延を行った際に
おける圧延荷重の実績値を取り、圧延中における当該圧延荷重の変化をプロットしている
。図１を参照すると、圧延中には、圧延材先端部から圧延材尾端に向けて徐々に大きくな
るような、圧延材の長手方向における圧延荷重の変化が生じていることが確認できる。
【００６６】
　本発明者らは、この圧延材の長手方向における圧延荷重の変化に注目した。つまり、本
発明者らは、第１の実施形態に係るワークロール摩耗量予測方法において、このような圧
延材の長手方向における圧延荷重の変化による影響を、予測式の中に取り込むことにより
、その摩耗量の予測精度をより向上させることができると考えた。
【００６７】
　第２の実施形態は、かかる知見に基づくものであり、予測式における圧延荷重Ｐとして
、圧延材の長手方向における圧延荷重の変化を加味した値を用いることにより、ワークロ
ール摩耗量をより精度良く予測することを可能とするものである。以下、第２の実施形態
について詳細に説明する。
【００６８】
　（２－２．ワークロール摩耗量予測システムの構成）
　図２を参照して、第２の実施形態に係るワークロール摩耗量予測システムの構成につい
て説明する。図２は、第２の実施形態に係るワークロール摩耗量予測システムの構成の一
例を示すブロック図である。
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【００６９】
　近年、コンピュータの処理能力が大幅に向上し、圧延材の長手方向全体における圧延荷
重を、圧延中に容易に取り込むことが可能となった。圧延材の長手方向における圧延荷重
の変化は、図１に示すような時系列データとして取得されることが一般的である。第２の
実施形態に係るワークロール摩耗量予測システムでは、ある圧延材についての圧延が終了
した段階で、その圧延中における圧延材の長手方向における圧延荷重の実績値の変化が、
時系列データとして取得される。そして、この圧延材の長手方向における圧延荷重の変化
を加味して、当該圧延によるワークロール摩耗量が予測計算される。そして、次の圧延材
に対する圧延のセットアップ計算時に、このワークロール摩耗量の予測値を用いてロール
プロフィルが計算される。第２の実施形態によれば、圧延材の長手方向における圧延荷重
の変化を加味することにより、ワークロール摩耗量をより精度良く予測計算することがで
きるから、その予測値に基づく次の圧延材に対するセットアップ計算の精度も向上させる
ことができ、当該次の圧延材の形状（板クラウン、急峻度等）を精度良く造り込むことが
可能となる。
【００７０】
　以下、第２の実施形態に係るワークロール摩耗量予測システムの構成について詳細に説
明する。なお、以下の説明では、区別のため、既に圧延が終了している、圧延材の長手方
向における圧延荷重の実績値の変化が取得される対象である圧延材のことを、前圧延材と
も記載し、セットアップ計算が行われる、これから圧延が行われる圧延材のことを、次圧
延材とも記載する。
【００７１】
　図２を参照すると、第２の実施形態に係るワークロール摩耗量予測システム１０は、ワ
ークロール摩耗量予測装置１１０と、セットアップ計算装置１２０と、熱延ライン１３０
と、から構成される。
【００７２】
　熱延ライン１３０は、例えば連続熱間圧延機列（連続熱間圧延ライン）等の、任意の熱
間圧延ラインである。熱延ライン１３０において前圧延材についての圧延が終了すると、
熱延ライン１３０からワークロール摩耗量予測装置１１０に対して、圧延操業実績データ
が送信される。当該圧延操業実績データには、第２の実施形態に係る予測式（具体的には
、上記（１８）式に示す予測式）を用いてワークロール摩耗量を計算するための各パラメ
ータについての情報（具体的には、圧延荷重Ｐ、及び圧延後板長さＬについての情報）が
含まれている。なお、このとき、圧延荷重Ｐについての情報としては、前圧延材の長手方
向における圧延荷重の実績値の変化が、時系列データとして送信される。
【００７３】
　セットアップ計算装置１２０は、圧下スケジュールに基づいて、次圧延材についてのセ
ットアップ計算を行う。この際、セットアップ計算装置１２０は、ワークロール摩耗量予
測装置１１０によって計算された前圧延材についての圧延が終わった段階でのワークロー
ル摩耗量の予測値を加味して、セットアップ計算を行う。具体的には、セットアップ計算
では、次圧延材についての圧延における圧延材温度、圧延荷重、圧延トルク及びロールプ
ロフィル（サーマルクラウン）等が予測計算される。セットアップ計算装置１２０は、ワ
ークロール摩耗量予測装置１１０によって計算された前圧延材についての圧延が終わった
段階でのワークロール摩耗量の予測値を用いて、このロールプロフィルの予測計算を行う
。
【００７４】
　セットアップ計算の結果は、熱延ライン１３０の各装置（例えば、ロールベンディング
装置等の板クラウン形状制御装置や、圧下装置等）の動作を制御する制御装置に送信され
る。当該制御装置は、セットアップ計算の結果に従って、所望の板形状が実現され得るよ
うな熱延ライン１３０の各装置における制御量（例えば、板クラウン形状制御装置の制御
量（例えば、ロールベンディング装置のベンダ圧等）や、圧下装置の圧下位置等）を計算
し、その制御量に従って各装置を動作させ、次圧延材についての圧延を実行させる。
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【００７５】
　ワークロール摩耗量予測装置１１０は、熱延ライン１３０から送信される前圧延材につ
いての圧延操業実績データに基づいて、上記数式（１８）を用いて、当該前圧延材につい
ての圧延におけるワークロールの摩耗量を予測計算する。具体的には、ワークロール摩耗
量予測装置１１０は、その機能として、圧延荷重実績値平均値算出部１１１と、ワークロ
ール摩耗量予測部１１２と、を有する。
【００７６】
　圧延荷重実績値平均値算出部１１１は、熱延ライン１３０から送信される前圧延材につ
いての圧延操業実績データに基づいて、当該前圧延材の長手方向における圧延荷重の実績
値の平均値を算出する。
【００７７】
　ここで、上述したように、前圧延材の長手方向における圧延荷重の実績値の変化は、図
１に示すような時系列データとして整理されている。一方、第１の実施形態において説明
したように、上記（１８）式、すなわち第１及び第２の実施形態において用いているワー
クロール摩耗量の予測式は、上記（１２）式に示した圧延材とワークロールとの間に発生
する摩擦仕事（摩擦エネルギー）から、導出されている。つまり、この予測式は、ワーク
ロール１回転あたりに発生する圧延材とワークロールとの間の摩擦仕事を基準としている
ことから、言い換えれば、ワークロール１回転あたりの圧延距離で発生する圧延材とワー
クロールとの間の摩擦仕事を基準としているということになる。従って、第２の実施形態
において予測式に採用する前圧延材の長手方向における圧延荷重の実績値の平均値として
は、時間的に変化する圧延荷重の実績値の平均値ではなく、圧延距離に応じて変化する圧
延荷重の実績値の平均値が妥当であると考えられる。
【００７８】
　ここで、一般的に、連続熱間圧延機列における圧延操業では、生産性向上のため、及び
長手方向尾端に向けての温度低下を防ぐために、圧延操業中に加速圧延が行われている。
一例として、図３は、図１に示す圧延荷重の実績値を取得した際における、圧延中におけ
る板速度の変化を示すグラフ図である。図３では、横軸に、圧延開始時からの時間を取り
、縦軸に、図１に示す圧延荷重の実績値を取得した際における板速度の実績値を取り、圧
延中における当該板速度の変化をプロットしている。図３に示すように、圧延中には、最
初は比較的低速で通板されていた圧延材が、ある時刻で加速され、その後、より高速な所
定の板速度で所定の時間通板された後、減速される、という、板速度の制御が行われてい
る。このように、圧延中における板速度は必ずしも一定ではないから、図１に示すような
、前圧延材の長手方向における圧延荷重の実績値の時間的な変化を、圧延距離に応じた変
化に換算する必要が生じる。
【００７９】
　そこで、第２の実施形態では、圧延荷重実績値平均値算出部１１１は、圧延操業実績デ
ータに含まれる、時系列データである前圧延材の長手方向における圧延荷重の実績値につ
いての情報を、圧延距離に応じた前圧延材の長手方向における圧延荷重の実績値に換算す
る。そして、この換算した圧延距離に応じた前圧延材の長手方向における圧延荷重の実績
値の平均値を算出する。図４は、圧延距離に応じた前圧延材の長手方向における圧延荷重
の実績値を示すグラフ図である。図４では、図１に示す圧延荷重の実績値の時系列データ
を、圧延距離に応じた圧延荷重の実績値に換算したものを示している。
【００８０】
　圧延荷重実績値平均値算出部１１１は、算出した圧延距離に応じた前圧延材の長手方向
における圧延荷重の実績値の平均値についての情報を、ワークロール摩耗量予測部１１２
に提供する。
【００８１】
　ワークロール摩耗量予測部１１２は、上記数式（１８）に示す予測式、すなわち、第１
の実施形態と同様の予測式を用いて、前圧延材についての圧延におけるワークロール摩耗
量を予測計算する。このとき、予測式における圧延荷重Ｐとしては、圧延荷重実績値平均
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値算出部１１１によって算出された、圧延距離に応じた前圧延材の長手方向における圧延
荷重の実績値の平均値が採用される。ワークロール摩耗量予測部１１２には、前圧延材の
圧延条件についての情報が入力されており、ワークロール摩耗量予測部１１２は、当該圧
延条件についての情報と、熱延ライン１３０から送信される前圧延材についての圧延操業
実績データと、圧延荷重実績値平均値算出部１１１から提供される圧延距離に応じた前圧
延材の長手方向における圧延荷重の実績値の平均値についての情報と、に基づいて、上記
数式（１８）に示す予測式を用いて、前圧延材についての圧延におけるワークロール摩耗
量を予測計算することができる。
【００８２】
　ここで、ワークロール摩耗量予測装置１１０には、現在用いているワークロールについ
てこれまでに計算されたワークロール摩耗量の予測値についての情報が記憶されており、
ワークロール摩耗量予測部１１２は、このこれまでに計算されたワークロール摩耗量の予
測値に、計算した前圧延材についての圧延におけるワークロールの摩耗量の予測値を加算
することにより、現在用いているワークロールについての摩耗量の予測値の累積値を算出
する。つまり、結果的に、ワークロール摩耗量予測部１１２は、１本のワークロールにつ
いての複数（Ｎ本）の圧延材についての圧延後（ワークロールの交換直後から前圧延材に
ついての圧延終了時まで）の摩耗量を、上記（２０）式を用いて算出することと同様の処
理を行う。
【００８３】
　ワークロール摩耗量予測装置１１０は、計算した現在用いているワークロールについて
の摩耗量の予測値の累積値についての情報、すなわち、前圧延材についての圧延が終わっ
た段階でのワークロール摩耗量の予測値についての情報を、セットアップ計算装置１２０
に送信する。
【００８４】
　以上、第２の実施形態に係るワークロール摩耗量予測システム１０の構成について説明
した。以上説明したように、ワークロール摩耗量予測システム１０では、第１の実施形態
と同様に、ワークロール摩耗量予測装置１１０が、前圧延材についての圧延におけるワー
クロールの摩耗量の予測計算を、上記（１８）式に示す予測式を用いて行う。従って、第
１の実施形態と同様に、従来法に比べてより高精度にワークロールの摩耗量を予測するこ
とが可能になる。更に、この際、ワークロール摩耗量予測装置１１０は、上記（１８）式
に示す予測式における圧延荷重Ｐとして、前圧延材の長手方向における圧延荷重の実績値
の平均値を用いる。従って、第１の実施形態に比べて、ワークロール摩耗量の予測精度を
、更に向上させることができる。また、ワークロール摩耗量予測システム１０では、この
高精度に予測されたワークロール摩耗量を用いて次圧延材についてのセットアップ計算が
行われるため、当該次圧延材の形状の造り込みの精度も向上させることが可能となる。
【００８５】
　なお、ワークロール摩耗量予測システム１０を構成するワークロール摩耗量予測装置１
１０及びセットアップ計算装置１２０は、それぞれ、以上説明した処理を実行可能に構成
されればよく、その具体的な構成は任意であってよい。例えば、これらの装置は、ＣＰＵ
やＤＳＰ等のプロセッサ、又はこれらのプロセッサとメモリ等の記憶素子がともに搭載さ
れた制御基板等であり得る。或いは、これらの装置は、例えばＰＣ等の一般的な情報処理
装置であってもよい。また、これらの装置は、１台の装置でなくてもよく、複数の装置の
協働によってそれぞれ実現されてもよい。これらの装置を構成するプロセッサが所定のプ
ログラムに従って演算処理を実行することにより、各装置において上記の各機能が実現さ
れ、以上説明した各処理が実行され得る。
【００８６】
　また、ワークロール摩耗量予測システム１０の各装置の各機能を実現するためのコンピ
ュータプログラムを作製し、ＰＣ等の情報処理装置に実装することが可能である。また、
このようなコンピュータプログラムが格納された、コンピュータで読み取り可能な記録媒
体も提供することができる。当該記録媒体は、例えば、磁気ディスク、光ディスク、光磁
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気ディスク又はフラッシュメモリ等である。また、上記のコンピュータプログラムは、記
録媒体を用いずに、例えばネットワークを介して配信してもよい。
【００８７】
　（２－３．ワークロール摩耗量予測方法の処理手順）
　図５を参照して、第２の実施形態に係るワークロール摩耗量予測方法の処理手順につい
て説明する。図５は、第２の実施形態に係るワークロール摩耗量予測方法の処理手順の一
例を示すフロー図である。なお、図５に示す各処理は、図２に示すワークロール摩耗量予
測装置１１０によって実行される各処理に対応しており、ワークロール摩耗量予測装置１
１０のプロセッサが所定のプログラムに従って演算処理を実行することにより、図５に示
す各処理が実行され得る。図５に示す各処理の詳細については、ワークロール摩耗量予測
装置１１０の機能について説明する際に既に上述しているため、以下のワークロール摩耗
量予測方法の処理手順についての説明では、各処理の概要を述べるに留め、その詳細な説
明は省略する。
【００８８】
　図５を参照すると、第２の実施形態に係るワークロール摩耗量予測方法では、まず、前
圧延材についての圧延操業実績データ（前圧延材の長手方向における圧延荷重の実績値の
変化を少なくとも含む）が取得される（ステップＳ１０１）。ステップＳ１０１における
処理は、図２を参照して説明した、前圧延材についての圧延操業実績データがワークロー
ル摩耗量予測装置１１０に送信される処理に対応している。
【００８９】
　次に、前圧延材の長手方向における圧延荷重の実績値の平均値が算出される（ステップ
Ｓ１０３）。ステップＳ１０３における処理は、図２に示す圧延荷重実績値平均値算出部
１１１が実行する処理に対応している。
【００９０】
　次に、算出された前圧延材の長手方向における圧延荷重の実績値の平均値を用いて、ワ
ークロール摩耗量が予測計算される（ステップＳ１０５）。ステップＳ１０５では、圧延
荷重Ｐとして当該平均値を用いて、上記（１８）式に示す予測式に従って、ワークロール
摩耗量が予測計算される。ステップＳ１０５における処理は、図２に示すワークロール摩
耗量予測部１１２が実行する処理に対応している。
【００９１】
　以上、第２の実施形態に係るワークロール摩耗量予測方法の処理手順について説明した
。
【００９２】
　（３．第３の実施形態）
　本発明の第３の実施形態について説明する。
【００９３】
　（３－１．第３の実施形態に想到した背景）
　熱間圧延におけるワークロールとしては、一般的に、Ｎｉ－Ｇｒロールが用いられ得る
。ここで、Ｎｉ－Ｇｒロールは、ロール種別としては１つの種類に分類されるが、昨今、
Ｎｉ－Ｇｒロールの製造方法により、その摩耗量に違いが生じることが明らかになってき
ている。なお、本明細書において、「ロールの製造方法」との文言には、ロールの化学成
分（組成）、及び製造工程（熱処理工程等）の概念がともに含まれる。
【００９４】
　そこで、Ｎｉ－Ｇｒロールの製造方法を工夫することによって、Ｎｉ－Ｇｒロールをワ
ークロールに用いた場合における摩耗量を低減する技術が開発されている。例えば、特許
文献２には、Ｎｉ－Ｇｒロールにおいて、黒鉛晶出量がワークロール摩耗量に関係するこ
と、及び当該黒鉛晶出量は添加物に応じて変化すること等が開示されている。また、例え
ば、特許文献３には、添加物としてＲＥＭ（希土類元素）を添加することで、Ｎｉ－Ｇｒ
ロールの黒鉛晶出量等を調整することができ、それによってワークロール摩耗量の改善が
行われ得ることが開示されている。
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【００９５】
　このように、ワークロールとしてＮｉ－Ｇｒロールを用いた場合には、その製造方法は
、ワークロール摩耗量と密接に関連している。本発明者らは、第１の実施形態に係るワー
クロール摩耗量予測方法において、このワークロールの製造方法の違いによる影響を予測
式の中に取り込むことにより、ワークロール摩耗量の予測精度をより向上させることがで
きると考えた。
【００９６】
　第３の実施形態は、かかる知見に基づくものであり、予測式における定数ａの値として
、ワークロールの製造方法の違いを加味した値を用いることにより、ワークロール摩耗量
をより精度良く予測することを可能とするものである。以下、第３の実施形態について詳
細に説明する。
【００９７】
　（３－２．ワークロール摩耗量予測システムの構成）
　図６を参照して、第３の実施形態に係るワークロール摩耗量予測システムの構成につい
て説明する。図６は、第３の実施形態に係るワークロール摩耗量予測システムの構成の一
例を示すブロック図である。
【００９８】
　図６を参照すると、第３の実施形態に係るワークロール摩耗量予測システム２０は、予
測式定数ＤＢ作成装置２１０と、予測式定数ＤＢ２２０と、ワークロール摩耗量予測装置
２３０と、から構成される。
【００９９】
　予測式定数ＤＢ作成装置２１０は、予測式定数ＤＢ２２０を作成する。ここで、予測式
定数ＤＢ２２０とは、ワークロール摩耗量予測装置２３０がワークロール摩耗量の予測計
算に用いる上記（１８）式に示す予測式における定数ａと、ワークロールの製造方法と、
が関連付けられて登録されているデータベース（ＤＢ）である。
【０１００】
　予測式定数ＤＢ作成装置２１０は、その機能として、予測式定数算出部２１１と、予測
式定数登録部２１２と、を有する。
【０１０１】
　予測式定数ＤＢ作成装置２１０には、１本のワークロールによって複数（Ｎ本）の圧延
材に対する圧延が実行された後、そのワークロールが交換されるタイミングで、これらＮ
本の圧延材についての圧延操業実績データ、Ｎ本の圧延材についての圧延条件についての
情報、及び取り外されたワークロール摩耗量の実測値（実績値）についての情報が、入力
される。予測式定数算出部２１１は、これらの情報に基づいて、そのワークロールに対応
する、予測式における定数ａを算出する。
【０１０２】
　具体的には、予測式定数算出部２１１は、Ｎ本の圧延材についての圧延操業実績データ
、及びＮ本の圧延材についての圧延条件についての情報に基づいて、上記（２０）式に示
す予測式に含まれる定数ａ以外のパラメータ（具体的には、圧延荷重Ｐｉ、板幅ｂｉ、圧
延後板長さＬｉ、ロール直径Ｄ、先進率ｆｓｉ及び後進率ｆｂｉ）を抽出、及び算出する
。そして、予測式定数算出部２１１は、上記（２０）式に示す予測式にこれらのパラメー
タを当てはめ、その解がワークロール摩耗量の実績値と一致するような、定数ａの値を算
出する。このようにして算出された定数ａは、ワークロール摩耗量の実績値に基づくもの
であるから、対象としているワークロールの摩耗量についての上記（２０）式に示す予測
式における定数ａの値として、より実態に即したものであると言える。
【０１０３】
　予測式定数算出部２１１は、算出した定数ａの値を、予測式定数登録部２１２に提供す
る。
【０１０４】
　予測式定数ＤＢ作成装置２１０には、対象としているワークロールの製造方法について
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の情報も入力されている。予測式定数登録部２１２は、予測式定数算出部２１１によって
算出された定数ａの値を、そのワークロールの製造方法と関連付けて、予測式定数ＤＢ２
２０に登録する。
【０１０５】
　予測式定数ＤＢ２２０は、例えばＨＤＤ（Hard　Disk　Drive）等の磁気記憶デバイス
、半導体記憶デバイス、光記憶デバイス又は光磁気記憶デバイス等により構成される。予
測式定数ＤＢ２２０には、上記（２０）式に示す予測式における定数ａの値（すなわち、
上記（１８）式に示す予測式における定数ａの値）と、ワークロールの製造方法とが関連
付けられて記憶されている。
【０１０６】
　ワークロール摩耗量予測装置２３０は、第１の実施形態に係るワークロール摩耗量予測
装置と同様に、上記（１８）式に示す予測式を用いて、圧延材１本あたりのワークロール
摩耗量を予測計算する。この際、第１の実施形態とは異なり、第３の実施形態では、ワー
クロール摩耗量予測装置２３０は、予測式定数ＤＢ２２０を参照し、摩耗量の予測計算の
対象としているワークロールの製造方法に対応する定数ａを、当該予測式定数ＤＢ２２０
から取得する。そして、ワークロール摩耗量予測装置２３０は、その予測式定数ＤＢ２２
０から取得した定数ａの値を用いて、上記（１８）式に示す予測式に従って、当該ワーク
ロールについての摩耗量の予測計算を行う。
【０１０７】
　以上、第３の実施形態に係るワークロール摩耗量予測システム２０の構成について説明
した。以上説明したように、第３の実施形態では、第１の実施形態と同様に、ワークロー
ル摩耗量予測装置２３０が、前圧延材についての圧延におけるワークロールの摩耗量の予
測計算を、上記（１８）式に示す予測式を用いて行う。従って、第１の実施形態と同様に
、従来法に比べてより高精度にワークロールの摩耗量を予測することが可能になる。ただ
し、この際、第３の実施形態では、予測式定数ＤＢ作成装置２１０によって、上記（２０
）式に示す予測式における定数ａの値と、ワークロールの製造方法とが関連付けられて登
録されている予測式定数ＤＢ２２０が作成される。そして、ワークロール摩耗量予測装置
２３０は、当該予測式定数ＤＢ２２０から取得される、摩耗量の予測計算を行う対象とし
ているワークロールの製造方法に対応する定数ａの値を用いて、上記数式（１８）に示す
予測式に従って、ワークロール摩耗量の予測計算を行う。このように、第３の実施形態に
よれば、摩耗量の実績値に基づいて算出された、より実態に即した定数ａの値を用いて、
ワークロール摩耗量の予測計算が行われるため、第１の実施形態に比べて、ワークロール
摩耗量の予測精度を、更に向上させることが可能となる。
【０１０８】
　ここで、以上説明したように、予測式定数ＤＢ２２０においては、定数ａの値とワーク
ロールの製造方法とが関連付けられて登録されているが、ワークロールの製造方法には、
ワークロールの組成や、その製造工程等、多様な事項が含まれるため、定数ａの値と、こ
れら多様な事項とを全て関連付けて登録すると、予測式定数ＤＢ２２０の構成が複雑なも
のとなり、製造方法に対応する定数ａの値を検索する処理も煩雑になることが懸念される
。従って、実用上は、予測式定数ＤＢ２２０では、定数ａの値と、ワークロールのメーカ
ー名と、当該メーカーが規定しているワークロールの型番と、が関連付けられて登録され
ていてもよい。メーカーごとに、或いは、メーカーは同一であっても型番ごとに、ワーク
ロールの製造方法は異なると考えられるため、このように、定数ａの値、メーカー名、及
び型番を互いに関連付けて予測式定数ＤＢ２２０を構成することにより、当該予測式定数
ＤＢ２２０の構成をより簡易なものとすることができる。従って、製造方法に対応する定
数ａの値を検索する際も、簡便に当該定数ａの値を検索することが可能となり、有用であ
る。
【０１０９】
　なお、ワークロール摩耗量予測システム２０を構成する予測式定数ＤＢ作成装置２１０
及びワークロール摩耗量予測装置２３０は、それぞれ、以上説明した処理を実行可能に構
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成されればよく、その具体的な構成は任意であってよい。これらの装置は、例えばＣＰＵ
やＤＳＰ等のプロセッサ、又はこれらのプロセッサとメモリ等の記憶素子がともに搭載さ
れた制御基板等であり得る。或いは、これらの装置は、例えばＰＣ等の汎用的な情報処理
装置であってもよい。また、これらの装置は、１台の装置でなくてもよく、複数の装置の
協働によってそれぞれ実現されてもよい。これらの装置を構成するプロセッサが所定のプ
ログラムに従って演算処理を実行することにより、上記の各機能が実現され、以上説明し
た各処理が実行され得る。
【０１１０】
　また、ワークロール摩耗量予測システム２０の各装置の機能を実現するためのコンピュ
ータプログラムを作製し、ＰＣ等の情報処理装置に実装することが可能である。また、こ
のようなコンピュータプログラムが格納された、コンピュータで読み取り可能な記録媒体
も提供することができる。当該記録媒体は、例えば、磁気ディスク、光ディスク、光磁気
ディスク又はフラッシュメモリ等である。また、上記のコンピュータプログラムは、記録
媒体を用いずに、例えばネットワークを介して配信してもよい。
【０１１１】
　（３－３．ワークロール摩耗量予測方法の処理手順）
　図７を参照して、第３の実施形態に係るワークロール摩耗量予測方法の処理手順につい
て説明する。図７は、第３の実施形態に係るワークロール摩耗量予測方法の処理手順の一
例を示すフロー図である。なお、図７に示す各処理は、図６に示す予測式定数ＤＢ作成装
置２１０及びワークロール摩耗量予測装置２３０によって実行される各処理に対応してお
り、これらの装置のプロセッサが所定のプログラムに従って演算処理を実行することによ
り、図７に示す各処理が実行され得る。図７に示す各処理の詳細については、これらの装
置の機能について説明する際に既に上述しているため、以下のワークロール摩耗量予測方
法の処理手順についての説明では、各処理の概要を述べるに留め、その詳細な説明は省略
する。
【０１１２】
　図７を参照すると、第３の実施形態に係るワークロール摩耗量予測方法では、まず、Ｎ
本の圧延材についての圧延操業実績データ、Ｎ本の圧延材についての圧延条件、及びＮ本
の圧延材についてのワークロール摩耗量の実績値に基づいて、対象とするワークロールに
対応する、予測式における定数ａが算出される（ステップＳ２０１）。ステップＳ２０１
における処理は、図６に示す予測式定数ＤＢ作成装置２１０の予測式定数算出部２１１が
実行する処理に対応している。
【０１１３】
　次に、算出された定数ａの値が、対象とするワークロールの製造方法と関連付けられて
、予測式定数ＤＢ２２０に登録される（ステップＳ２０３）。ステップＳ２０３における
処理は、図６に示す予測式定数ＤＢ作成装置２１０の予測式定数登録部２１２が実行する
処理に対応している。
【０１１４】
　次に、予測式定数ＤＢ２２０から取得される、摩耗量の予測計算の対象としているワー
クロールの製造方法に対応する定数ａの値を用いて、当該ワークロールの摩耗量が予測計
算される（ステップＳ２０５）。ステップＳ２０５では、定数ａとして、予測式定数ＤＢ
２２０から取得された定数ａの値を用いて、上記（１８）式に示す予測式に従って、ワー
クロール摩耗量が予測計算される。ステップＳ２０５における処理は、図６に示すワーク
ロール摩耗量予測装置２３０が実行する処理に対応している。
【０１１５】
　以上、第３の実施形態に係るワークロール摩耗量予測方法の処理手順について説明した
。
【０１１６】
　（４．第４の実施形態）
　本発明の第４の実施形態について説明する。
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【０１１７】
　（４－１．ワークロール摩耗量予測システムの構成）
　図８を参照して、第４の実施形態に係るワークロール摩耗量予測システムの構成につい
て説明する。図８は、第４の実施形態に係るワークロール摩耗量予測システムの構成の一
例を示すブロック図である。
【０１１８】
　図８を参照すると、第４の実施形態に係るワークロール摩耗量予測システム３０は、予
測式定数ＤＢ作成装置２１０と、予測式定数ＤＢ２２０と、ワークロール摩耗量予測装置
１１０と、セットアップ計算装置１２０と、熱延ライン１３０と、から構成される。この
ように、ワークロール摩耗量予測システム３０は、第２の実施形態に係るワークロール摩
耗量予測システム１０と第３の実施形態に係るワークロール摩耗量予測システム２０とが
組み合わされたものに対応する。これらの各ブロックの構成及び機能については、第２の
実施形態及び第３の実施形態において既に説明しているため、ここではその詳細な説明を
省略する。
【０１１９】
　ワークロール摩耗量予測システム３０では、熱延ライン１３０から、１本のワークロー
ルによって複数の（Ｎ本の）圧延材についての圧延が行われた後、当該ワークロールが交
換されるタイミングで、これらＮ本の圧延材についての圧延操業実績データが、予測式定
数ＤＢ作成装置２１０に送信される。予測式定数ＤＢ作成装置２１０は、第３の実施形態
と同様に、このＮ本の圧延材についての圧延操業実績データと、別途入力されるＮ本の圧
延材の圧延条件についての情報、及び取り外されたワークロールの摩耗量の実績値につい
ての情報に基づいて、予測式定数ＤＢ２２０を作成する。
【０１２０】
　また、熱延ライン１３０から、１本の圧延材についての圧延が終了するごとに、その圧
延材（前圧延材）についての圧延操業実績データが、ワークロール摩耗量予測装置１１０
に送信される。ワークロール摩耗量予測装置１１０は、第２の実施形態と同様に、この前
圧延材についての圧延操業実績データを用いて、圧延距離に応じた当該前圧延材の長手方
向における圧延荷重の実績値の平均値を算出する。そして、ワークロール摩耗量予測装置
１１０は、この算出した圧延荷重の実績値の平均値を、予測式における圧延荷重Ｐとして
用いて、上記（１８）式に示す予測式に従って、前圧延材についての圧延が終わった段階
での、ワークロール摩耗量を予測計算する。
【０１２１】
　このとき、第４の実施形態では、第２の実施形態とは異なり、ワークロール摩耗量予測
装置１１０のワークロール摩耗量予測部１１２は、摩耗量の予測計算の対象としているワ
ークロールの製造方法に対応する定数ａの値を予測式定数ＤＢ２２０から取得し、この取
得した定数ａの値を、予測式における定数ａとして用いて、上記（１８）式に示す予測式
に従って、前圧延材についての圧延が終わった段階での、ワークロール摩耗量を予測計算
する。
【０１２２】
　以上、第４の実施形態に係るワークロール摩耗量予測システム３０の構成について説明
した。以上説明したように、第４の実施形態では、予測式における圧延荷重Ｐとして、圧
延距離に応じた当該前圧延材の長手方向における圧延荷重の実績値の平均値が用いられ、
予測式における定数ａの値として、摩耗量の予測計算の対象としているワークロールの製
造方法に対応する定数ａの値が用いられる。従って、第１～第３の実施形態を組み合わせ
た効果を得ることができ、ワークロール摩耗量の予測計算の精度を、第１～第３の実施形
態に比べて、より一層向上させることが可能となる。
【実施例１】
【０１２３】
　（１）摩耗量予測値の精度の評価
　第１の実施形態に係るワークロール摩耗量予測方法の効果について確認するために、従
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来技術（特許文献１）において開示されている予測式と第１の実施形態に係る予測式とを
それぞれ用いて摩耗量を算出した場合に、実測値にどれ程近いか、また実測値と算出値と
の差のばらつきについての評価を行った。ここで、製造方法の違いによる影響が生じない
ように、上記の各摩耗量の予測計算においては、評価対象とするワークロールとしては、
同一のメーカーによって同一の製造方法で製造されたＮｉ－Ｇｒロールを使用した。また
、予測式における圧延荷重Ｐとしては、一般的にセットアップ計算や学習計算に用いられ
る、圧延材先端部での値を使用した。
【０１２４】
　具体的には、各予測式により得られた予測値と、７スタンドを有する連続熱間圧延機列
の最終スタンドにおいて、ワークロール組み換え圧延本数を４０～１００本とした場合に
おける実測値との比較をそれぞれ行った。その結果を図９及び図１０に示す。図９は、従
来技術（特許文献１）において開示されている予測式を用いたワークロール摩耗量の予測
結果（予測値）と、ワークロール摩耗量の実測値との比較結果を示すグラフ図である。図
１０は、第１の実施形態に係る予測式を用いたワークロール摩耗量の予測結果（予測値）
と、ワークロール摩耗量の実測値との比較結果を示すグラフ図である。
【０１２５】
　なお、図９に示す予測結果（従来技術）を導くにあたり、圧延材１本あたりのワークロ
ール摩耗量ΔＷは、特許文献１に開示されているように、各圧延パスにおける、圧延荷重
Ｐ、板幅ｂ、圧下率ｒ、圧延後板長さＬ、ロール直径Ｄ、及びワークロール胴長方向位置
における板幅に依存したパラメータδ(ｚ)を考慮して、下記（２２）式から算出した。な
お、下記（２２）式中、ａは比例定数である。
【０１２６】
【数１４】

【０１２７】
　また、図１０に示す予測結果（第１の実施形態）を導くにあたり、圧延材１本あたりの
ワークロール摩耗量ΔＷは、各圧延パスにおける、定数ａ、圧延荷重Ｐ、板幅ｂ、圧延後
板長さＬ、及びロール直径Ｄ、べき乗数α、β（いずれも２）、及びワークロール胴長方
向位置における板幅に依存したパラメータδ(ｚ)を考慮して、下記（２３）、（２４）式
から算出した。
【０１２８】
【数１５】

【０１２９】
　なお、従来技術に係る予測式である上記（２２）式と第１の実施形態に係る予測式であ
る上記（２３）式とにおける、ワークロール１本あたりの摩耗量は、ロール半径あたりの
量として比較した。
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【０１３０】
　これに対し、実測値については、上記圧延本数終了後に、２４時間以上放置し、ロール
熱膨張量が十分に冷却されてから、ロール直径を測定し、初期のロール直径との差を実測
値とした。
【０１３１】
　図９及び図１０から明らかなように、従来技術に係る予測式を用いた場合には誤差率の
標準偏差が９．８３（％）であるのに対して、第１の実施形態に係る予測式を用いた場合
には誤差率の標準偏差が４．２２（％）であり、第１の実施形態に係る予測式を用いた場
合における上記標準偏差が従来技術に係る予測式を用いた場合における上記標準偏差の１
/２未満になっていることが確認された。
【０１３２】
　このように、第１の実施形態の予測式を用いた場合には、従来の予測式を用いた場合に
比して、ワークロールの摩耗量予測を極めて高精度に行うことができることが確認できた
。従って、ひいては、第１の実施形態の予測式を用いることにより、圧延操業時の通板ト
ラブルの大幅な減少が期待される。
【０１３３】
　（２）板クラウンＣ２５及び板形状（急峻度（伸歪差））の評価
　従来技術（特許文献１）において開示されている予測式と、第１の実施形態に係る予測
式とをそれぞれ用いて、板クラウンＣ２５及び板形状（急峻度）を予測し、実測値との比
較評価を行った。なお、これらの予測式は、従来技術及び第１の実施形態のいずれについ
ても、上記（１）摩耗量予測値の精度の評価で用いた予測式と同一である（上記（２２）
～（２４）式参照）。なお、製造方法の違いによる影響が生じないように、上記の板クラ
ウンＣ２５及び板形状（急峻度）の予測においては、ワークロールとしては、同一のメー
カーによって同一の製造方法で製造されたＮｉ－Ｇｒロールを使用した。また、予測式に
おける圧延荷重Ｐとしては、一般的にセットアップ計算や学習計算に用いられる、圧延材
先端部での値を使用した。
【０１３４】
　ここで、板クラウンＣ２５とは、圧延後の板における、幅方向中心位置での厚みと、幅
方向端位置から幅方向に２５ｍｍ離れた位置での厚みと、の差（ｍｍ）である。また、急
峻度λとは、図１１に示すように、圧延後の圧延材３０１の長手方向側面視での外形を波
形に見たてた場合における、波高さδと波ピッチｌとの比であり、下記数式（２５）で表
現される。ここで、図１１は、急峻度λについて説明するための図である。図１１では、
水平な定盤３０３上に載置された圧延後の圧延材３０１の長手方向側面視での外形を概略
的に示している。図中のｘ軸方向は圧延材３０１の長手方向であり、ｙ軸方向は高さ方向
である。また、ｙ軸は、圧延材３０１の長手方向側面視での外形を波形に見たてた場合に
おける高さ方向の中心（振幅の基点となる位置）をゼロとしている。
【０１３５】
【数１６】

【０１３６】
　なお、板形状を表す指標としては、急峻度λ以外に、伸歪差ΔεＳも広く用いられてい
る。図１２を参照して、伸歪差ΔεＳについて説明する。図１２は、伸歪差ΔεＳについ
て説明するための図である。図１２では、圧延後の圧延材３０１を上方から見た様子を図
示している。圧延材３０１が中伸び形状である場合には、図１２の左図に示すように、上
方から見た場合に、圧延材３０１の幅方向中央部に波形状が存在することとなる。この状
態で、長手方向にスリットすると、図１２の右図に示すように、圧延材３０１の幅方向中
央部の長手方向の長さが、他の部位よりもΔｌだけ長くなる。このとき、伸歪差ΔεＳは
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、下記数式（２６）で表される。ここで、ｌは、波形状が存在する圧延材３０１全体の長
手方向の長さであり、Δｌは、その長さｌに対応する領域でのスリット状態で存在する増
分長さである。
【０１３７】
【数１７】

【０１３８】
　ここで、急峻度λと伸歪差ΔεＳは、換算可能である。具体的には、上記図１１に示す
圧延材３０１の波形状は、下記数式（２７）に示すように、正弦波として表現することが
できる。
【０１３９】

【数１８】

【０１４０】
　上記数式（２７）から、Δｌを計算することができる。従って、伸歪差ΔεＳと急峻度
λとの関係は、下記数式（２８）で表わされる。
【０１４１】

【数１９】

【０１４２】
　本実施例では、例えば図１３で示した板幅の変動が大きい板厚、板幅スケジュールを有
する連続熱間圧延機列における圧延操業において、第１の実施形態と従来技術との違いに
ついて検討した。図１３は、本実施例において板クラウンＣ２５及び板形状（急峻度）の
評価に用いた、連続熱間圧延機列における圧延操業での板厚、板幅スケジュールを示す図
である。具体的には、図１３に示す板厚、板幅スケジュールを有する圧延操業に対して、
従来技術の予測式と第１の実施形態の予測式とをそれぞれ用いて、板クラウンＣ２５及び
板形状（急峻度）を予測した。一方、板クラウン形状（板クラウンＣ２５及び急峻度）の
実測は、最終スタンドの出側に設置した板クラウン形状計を用いて行った。圧延材１本ご
との、板クラウンＣ２５（ｍｍ）及び急峻度（％）に関する比較結果（従来技術に係る予
測式を適用した予測結果、第１の実施形態に係る予測式を適用した予測結果、及び実測値
）を、図１４及び図１５にそれぞれ示す。図１４は、板クラウンＣ２５に関する、従来技
術に係る予測式を適用した予測結果、第１の実施形態に係る予測式を適用した予測結果、
及び実測値の比較結果を示す図である。図１５は、急峻度に関する、従来技術に係る予測
式を適用した予測結果、第１の実施形態に係る予測式を適用した予測結果、及び実測値の
比較結果を示す図である。なお、図１５では、急峻度を伸歪差に換算した値も併せて示し
ている。
【０１４３】
　図１４及び図１５を参照すると、第１の実施形態に係る予測式を適用した場合における
板クラウンＣ２５及び急峻度の予測値は、いずれも、従来技術に係る予測式を適用した場
合に比べて極めて実測値に近い値となっていることが分かる。具体的には、板クラウンＣ
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２５について、従来技術に係る予測式を適用した場合における予測値と実測値との誤差の
標準偏差は９．９μｍであったのに対して、第１の実施形態に係る予測式を適用した場合
における予測値と実測値との誤差の標準偏差は６．３μｍであり、第１の実施形態に係る
予測式を適用することにより、予測誤差が小さくなっていることが確認できた。同様に、
板形状の伸歪差について、従来技術に係る予測式を適用した場合における予測値と実測値
との誤差の標準偏差は０．０００４９５であったのに対して、第１の実施形態に係る予測
式を適用した場合における予測値と実測値との誤差の標準偏差は０．０００２８３であり
、第１の実施形態に係る予測式を適用することにより、予測誤差が小さくなっていること
が確認できた。
【０１４４】
　更に、連続熱間圧延機列において、第１の実施形態に係る予測式を適用して板クラウン
制御を行いつつ、１８０００本の圧延材について、板クラウンＣ２５の精度を評価した。
同様に、連続熱間圧延機列において、従来技術に係る予測式を適用して板クラウン制御を
行いつつ、１８０００本の圧延材について、板クラウンＣ２５の精度を評価した。
【０１４５】
　その結果、従来の予測式を適用した場合は、板クラウン不合（板クラウン精度が未達成
（ここでは、０μｍ以下または５０μｍ以上））の板が２０本であったのに対し、第１の
実施形態に係る予測式を適用した場合は、板クラウン不合の板が２本であった。また、板
の先端形状に起因するトラブルは、従来技術の予測式を用いた場合には５本の板に見られ
たのに対し、第１の実施形態に係る予測式を用いた場合には全く見られなかった。
【０１４６】
　当該結果から、第１の実施形態に係る予測式を適用して板クラウン制御を行うことによ
り、板クラウン形状を所望の形状により精度良く制御することができ、その結果、操業ト
ラブルも低減され得ることが確認できた。
【実施例２】
【０１４７】
　（１）摩耗量予測値の精度の評価
　第２の実施形態に係るワークロール摩耗量予測方法の効果について確認するために、従
来技術（特許文献１）において開示されている予測式と第２の実施形態に係る予測式とを
それぞれ用いて摩耗量を算出した場合に、実測値にどれ程近いか、また実測値と算出値と
の差のばらつきについての評価を行った。従来技術に係る予測式としては、上記（２２）
式を用いた。第２の実施形態に係る予測式としては、上記（２３）、（２４）式を用いた
。なお、従来技術に係る予測式を用いる場合には、予測式における圧延荷重Ｐとしては、
一般的にセットアップ計算や学習計算に用いられる、圧延材先端部での値を使用した。ま
た、第２の実施形態に係る予測式を用いる場合には、予測式における圧延荷重Ｐとしては
、圧延距離に応じた圧延材の長手方向における圧延荷重の実績値の平均値を使用した。な
お、製造方法の違いによる影響が生じないように、上記の各摩耗量の予測計算においては
、評価対象とするワークロールとしては、同一のメーカーによって同一の製造方法で製造
されたＮｉ－Ｇｒロールを使用した。
【０１４８】
　上記実施例１と同様に、各予測式により得られた算出値と、７スタンドを有する熱間連
続圧延機列の最終スタンドにおいて、ワークロール組み換え圧延本数を４０～１００本と
した場合における実測値との比較をそれぞれ行った。その結果を図１６に示す。図１６は
、第２の実施形態に係る予測式を用いたワークロール摩耗量の予測結果（予測値）と、ワ
ークロール摩耗量の実測値との比較結果を示すグラフ図である。なお、従来技術に係る予
測式を用いた場合における予測結果は、図９に示すものと同様である。
【０１４９】
　図１６に示すように、第２の実施形態に係る予測式を用いた場合には、誤差率の標準偏
差が２．４１（％）となった。図９に示すように、従来技術に係る予測式を用いた場合に
おける誤差率の標準偏差は９．８３（％）であったから、第２の実施形態に係る予測式を
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用いることにより、誤差率の標準偏差が約１／４にまで低減され得ることが確認された。
また、上記実施例１における結果と比較すると、第２の実施形態に係る予測式を用いるこ
とにより、第１の実施形態に係る予測式を用いた場合よりも、誤差率の標準偏差は提言し
ており、ワークロール摩耗量の予測精度が向上していることが分かる。
【０１５０】
　（２）板クラウンＣ２５及び板形状（急峻度）の評価
　従来技術（特許文献１）において開示されている予測式と、第２の実施形態に係る予測
式とをそれぞれ用いて、板クラウンＣ２５及び板形状（急峻度）を予測し、実測値との比
較評価を行った。なお、これらの予測式は、従来技術及び第２の実施形態のいずれについ
ても、上記（１）摩耗量予測値の精度の評価で用いた予測式と同一である。
【０１５１】
　上記実施例１と同様に、図１３に示す板厚、板幅スケジュールを有する圧延操業に対し
て、従来技術に係る予測式と第２の実施形態に係る予測式とをそれぞれ用いて、板クラウ
ンＣ２５及び板形状（急峻度）を予測し、実測値と比較した。圧延材１本ごとの、板クラ
ウンＣ２５（ｍｍ）及び急峻度（％）に関する比較結果（従来技術に係る予測式を適用し
た予測結果、第２の実施形態に係る予測式を適用した予測結果、及び実測値）を、図１７
及び図１８にそれぞれ示す。図１７は、板クラウンＣ２５に関する、従来技術に係る予測
式を適用した予測結果、第２の実施形態に係る予測式を適用した予測結果、及び実測値の
比較結果を示す図である。図１８は、急峻度に関する、従来技術に係る予測式を適用した
予測結果、第２の実施形態に係る予測式を適用した予測結果、及び実測値の比較結果を示
す図である。なお、図１８では、急峻度を伸歪差に換算した値も併せて示している。
【０１５２】
　図１７及び図１８を参照すると、第２の実施形態に係る予測式を適用した場合における
板クラウンＣ２５及び急峻度の予測値は、いずれも、従来技術に係る予測式を適用した場
合に比べて極めて実測値に近い値となっていることが分かる。具体的には、板クラウンＣ
２５について、従来技術に係る予測式を適用した場合における予測値と実測値との誤差の
標準偏差は９．９μｍであったのに対して、第２の実施形態に係る予測式を適用した場合
における予測値と実測値との誤差の標準偏差は５．１μｍであり、第２の実施形態に係る
予測式を適用することにより、予測誤差が小さくなっていることが確認できる。なお、上
記実施例１で述べたように、第１の実施形態に係る予測式を適用した場合における板クラ
ウンＣ２５の予測値と実測値との誤差の標準偏差は６．３μｍであったから、第２の実施
形態に係る予測式を用いることにより、第１の実施形態に係る予測式を用いた場合よりも
、板クラウンＣ２５の予測精度が向上していることが分かる。
【０１５３】
　同様に、板形状の伸歪差について、従来技術に係る予測式を適用した場合における予測
値と実測値との誤差の標準偏差は０．０００４９５であったのに対して、第２の実施形態
に係る予測式を適用した場合における予測値と実測値との誤差の標準偏差は０．０００２
０８であり、第２の実施形態に係る予測式を適用することにより、予測誤差が小さくなっ
ていることが確認できた。なお、上記実施例１で述べたように、第１の実施形態に係る予
測式を適用した場合における板クラウンＣ２５の予測値と実測値との誤差の標準偏差は０
．０００２８３であったから、第２の実施形態に係る予測式を用いることにより、第１の
実施形態に係る予測式を用いた場合よりも、伸歪差（急峻度）の予測精度が向上している
ことが分かる。
【実施例３】
【０１５４】
　上述したように、連続熱間圧延機列の後段でワークロールとして使用されるＮｉ－Ｇｒ
ロールは、ロール種別としては１種類に分類されるが、昨今、ワークロール摩耗量の低減
のために、Ｎｉ－Ｇｒロールについては、様々な製造方法が開発されている（例えば、特
許文献２、３）。このことを踏まえて、本発明者らは、第３及び第４の実施形態に係るワ
ークロール摩耗量予測方法の効果について確認するために、以下の実験を行った。
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【０１５５】
　当該実験では、互いに異なるメーカー（メーカーＸ、メーカーＹ及びメーカーＺ）によ
って製造された３種類のＮｉ－Ｇｒロールを用意した。すなわち、これらは、互いに異な
る製造方法によって製造されたＮｉ－Ｇｒロールである。そして、これら３種類のＮｉ－
Ｇｒロールをワークロールとして用いてＮ本の圧延材について熱間圧延を行い、その圧延
後におけるワークロール摩耗量を、第２の実施形態に係る予測方法と第４の実施形態に係
る予測方法とをそれぞれ用いて、予測計算した。更に、Ｎ本の圧延が終了後、交換のため
に取り外されたワークロールの摩耗量を実測し、予測値と実績値との比較を行った。この
際、第２の実施形態に係る予測方法では、メーカーＸによって製造されたワークロールを
基準として予測式における定数ａの値を設定し、その定数ａの値を、メーカーＹ、Ｚによ
ってそれぞれ製造されたワークロールに対してもそのまま適用した。一方、第４の実施形
態に係る予測方法では、メーカーＸ、Ｙ、Ｚによって製造されたワークロールに対して、
それぞれ、その各製造方法に対応する定数ａを設定し、予測計算を行った。
【０１５６】
　比較結果を表１に示す。表１では、ワークロール摩耗量の実測値と予測値との誤差率の
標準偏差を示している。なお、第２の実施形態に係る予測方法を用いた場合における結果
では、メーカーＸ、Ｙ、Ｚによってそれぞれ製造されたワークロールを用いた一連の圧延
に対する誤差率の標準偏差を、一括して計算している。
【０１５７】
【表１】

【０１５８】
　表１に示すように、第２の実施形態に係る予測方法を用いた場合（すなわち、メーカー
Ｘのワークロールを基準として設定された定数ａの値を、全てのワークロールに対して適
用した場合）には、ワークロール摩耗量の実測値と予測値との誤差率の標準偏差は６．２
１（％）であった。これに対して、第４の実施形態に係る予測方法を用いた場合（すなわ
ち、メーカー（製造方法）ごとに定数ａの値を個別に設定した場合）には、当該誤差率の
標準偏差は２．３３（％）～２．５６（％）となった。このように、各ワークロールに対
して共通の定数ａの値を用いた場合には、各ワークロールに対して個別の定数ａの値を用
いた場合に比べて、当該誤差率の標準偏差が大幅に悪化することが分かった。また、各ワ
ークロールに対して個別の定数ａの値を用いた場合には、いずれのメーカーのワークロー
ルについても、その誤差率の標準偏差はほぼ同等の値になることも判明した。
【０１５９】
　更に、上記の予測計算におけるワークロールごとの定数ａの値を、下記表２にまとめる
。なお、表２では、メーカーＸのワークロールに対応する定数ａの値を１とした場合の割
合として、メーカーＹ、Ｚのワークロールに対応する定数ａの値を記載している。
【０１６０】
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【０１６１】
　表２に示すように、各ワークロールに対して個別の定数ａの値を設定した場合には、メ
ーカーＹ、Ｚによって製造されたワークロールに対応する定数ａの値は、メーカーＸによ
って製造されたワークロールに対応する定数ａの値に比べて、それぞれ、０．８５倍、０
．７５倍になった。これは、メーカーＹ、Ｚによって製造されたワークロールでは、メー
カーＸによって製造されたワークロールに比べて、摩耗量が小さいことを示している。
【０１６２】
　以上説明したように、本実施例における結果から、ロール種別が同一であっても、その
化学成分や製造工程によって、同一の条件で圧延を行った場合における摩耗量の絶対値が
異なり得ること、及び製造方法の異なるワークロールごとに個別で定数ａの値を設定すれ
ば、予測誤差率の標準偏差を同程度に小さくできることが確認できた。つまり、第３及び
第４の実施形態のように、予測式における定数ａの値を、ワークロールの製造方法ごとに
区分して設定することで、ワークロール摩耗量の予測の高精度化が実現可能であることが
確認された。
【符号の説明】
【０１６３】
　１０、２０、３０　　ワークロール摩耗量予測システム
　１１０　　ワークロール摩耗量予測装置
　１１１　　圧延荷重実績値平均値算出部
　１１２　　ワークロール摩耗量予測部
　１２０　　セットアップ計算装置
　１３０　　熱延ライン
　２１０　　作成装置
　２１１　　予測式定数算出部
　２１２　　予測式定数登録部
　２２０　　予測式定数ＤＢ
　２３０　　ワークロール摩耗量予測装置
 



(28) JP 2019-18232 A 2019.2.7

【図１】 【図２】

【図３】

【図４】

【図５】

【図６】



(29) JP 2019-18232 A 2019.2.7

【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】

【図１１】



(30) JP 2019-18232 A 2019.2.7

【図１２】 【図１３】

【図１４】 【図１５】



(31) JP 2019-18232 A 2019.2.7

【図１６】 【図１７】

【図１８】



(32) JP 2019-18232 A 2019.2.7

フロントページの続き

Ｆターム(参考) 4E002 AD01  BA01  BC05  BC06  BC10  CA04  CB09 
　　　　 　　  4E016 AA03  CA08  EA03 
　　　　 　　  4E024 AA03  AA08  BB01  BB06  CC02  CC03  CC06  DD11  EE01 
　　　　 　　  4E124 AA03  AA08  BB01  BB06  CC02  CC03  CC06  DD11  EE01  EE11 
　　　　 　　        EE12  EE13  EE14  EE15 


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	overflow

